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れております。当社は現在、両調査に対して全面的に協力しております。 

 しかしながら、事態の解明と当該事象の当社財務諸表への影響額の判明には相応の時間

を要することから、第 73 期（2019 年３月期）第３四半期報告書の提出期限までに監査法人

から四半期レビュー報告書を受領することが困難であり、同報告書の提出期限の延長申請

を行うことといたしました。 

 

特別調査委員会においては、まず、当社財務諸表への影響額を見積もるべき対象範囲の

調査及び影響額の算定方法の検証などを重点的に行うことを予定しており、これには約20

日程度（2019年２月８日起点）を要することが見込まれております。また、監査法人によ

る追加的な手続き及び2019年３月期第３四半期報告書に係るレビュー報告書の受領で約14

日程度（2019年３月１日起点）が必要であると見込まれております。 

 

このような状況に鑑み、上記のとおり、第 73 期（2019 年３月期）第３四半期報告書の提

出期限の延長申請を行うことといたしました。 

 

５．今後の予定 

 今回の提出期限延長に関する承認申請書が承認された場合は、速やかにお知らせいたし

ます。 

 

 株主・投資家をはじめ皆様には、多大なご迷惑をお掛けしますことを深くお詫び申し上

げます。 

 

以 上 

 

 


